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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持面を画定する支持構造を含むシート組立体に隣接する空間の温度を調節する方法で
あって、
　第１の調節モードまたは期間の間、前記支持面内に位置するか、あるいは前記支持面に
沿って位置するか、あるいは前記支持面の下方に位置する伝導性発熱素子を第１の目標温
度に達するまで作動させ、それによって支持面を伝導的に加熱することと、
　第２の調節モードまたは期間の間、流体供給デバイスと対流式温度調節デバイスとを含
む流体モジュールを、第２の目標温度に達するまで作動させることと、
　加熱された空気を、少なくとも部分的にシートクッション内に形成された分散システム
を通じて前記流体モジュールから前記支持面に送って前記支持面に隣接する空間を対流式
に加熱することと、
　前記第１の目標温度に達したときに、前記伝導性発熱素子を停止させることと、
を含み、
　前記第１の調節モードまたは期間は概して、前記第２の調節モードまたは期間に先行し
て、または前記第２の調節モードまたは期間と同時に用いられ、
　前記伝導性発熱素子は、前記第２の調節モードまたは期間の間、少なくとも２つの異な
るレベルの間を少なくとも２回循環するように構成されている、方法。
【請求項２】
　前記伝導性発熱素子は、抵抗発熱素子である、請求項１に記載の方法。
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【請求項３】
　前記対流式温度調節デバイスは熱電素子を含む、請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　前記シート組立体は乗物内に配置される、請求項１から３のいずれか１項に記載の方法
。
【請求項５】
　前記シート組立体に隣接する位置の温度が所望の目標温度よりも低くなったときに、制
御モジュールを使用して、前記伝導性発熱素子、前記流体供給デバイス、および前記対流
式温度調節デバイスのうちの少なくとも１つを作動させることをさらに含む、請求項１か
ら４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記伝導性発熱素子、前記流体供給デバイス、および前記対流式温度調節デバイスのう
ちの少なくとも１つを使用して、前記シート組立体のシートカバリングの概ね下方の空間
内で熱を発生させることをさらに含む、請求項１から５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記伝導性発熱素子、前記流体供給デバイス、および前記対流式温度調節デバイスのう
ちの少なくとも１つを使用して、前記シート組立体のシートカバリングの概ね下方でかつ
前記シート組立体の前記シートクッションの概ね上方の空間内で熱を発生させることをさ
らに含む、請求項１から５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記流体モジュールを作動させる前記ステップは、前記伝導性発熱素子が作動させられ
てから少なくとも６０秒後に開始する、請求項１から７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記伝導性発熱素子と前記流体モジュールはどちらも、ある期間の間作動させられ、前
記期間の間、前記伝導性発熱素子および前記流体モジュールに供給される総電流は実質的
に一定である、請求項１から８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記シート組立体は、周囲温度がしきい値温度よりも低い場合、前記第１の調節モード
または期間と前記第２の調節モードまたは期間の両方において同時に動作するように構成
され、
　前記シート組立体は、前記周囲温度が前記しきい値温度よりも高い場合、前記第１の調
節モードまたは期間と前記第２の調節モードまたは期間のうちの一方において動作するよ
うに構成されている、請求項１から９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記シート組立体は、前記第１の調節モードまたは期間と前記第２の調節モードまたは
期間が互いに同時に行われているときに、前記周囲温度が前記しきい値温度よりも高くな
った場合は、前記第１の調節モードまたは期間と前記第２の調節モードまたは期間との間
の循環動作を開始するように構成される、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記伝導性発熱素子、前記流体供給デバイス、および前記対流式温度調節デバイスによ
って消費される総電力を測定することと、
　前記総電力が所定の電力を超えたときに、前記伝導性発熱素子、前記流体供給デバイス
、および前記対流式温度調節デバイスのうちの少なくとも１つを停止させることと、をさ
らに含む、請求項１から１１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　フィードバック制御を使用して環境制御シート組立体の温度を調節する方法であって、
　前記シート組立体の所望の動作設定に関する指示を受け取ることと、
　少なくとも１つの温度センサを使用して前記シート組立体において行われる温度調節の
レベルに関連する温度を検知することと、
　前記所望の動作設定および前記検知された温度を制御モジュールに供給することであっ
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て、前記制御モジュールが、前記所望の動作設定および前記検知された温度に基づいて前
記シート組立体に隣接する空間の温度を調節するように発熱素子および流体モジュールを
選択的に管理するように構成され、前記流体モジュールが、流体移送デバイスと熱電デバ
イスとを有することと、
　前記制御モジュールを使用して、前記発熱素子、前記流体移送デバイス、および前記熱
電デバイスのうちの少なくとも１つを作動または停止させることと、
　前記発熱素子を、動作中に少なくとも２つの異なるレベルの間を少なくとも２回循環さ
せることと、を含み、
　前記発熱素子は、前記シート組立体の支持面の近くに配置され、前記支持面を伝導的に
加熱するように構成され、
　前記流体モジュールが、加熱されるかまたは冷却された空気を前記シート組立体のシー
トクッション内に少なくとも部分的に形成された流体分散システムを選択的に通過させて
、前記支持面に隣接する空間を対流式に加熱または冷却するように構成され、
　前記制御モジュールは、前記発熱素子、前記流体移送デバイス、および前記熱電デバイ
スのうちの少なくとも１つを選択的に作動または停止させて、前記所望の動作設定を維持
するようになっており、
　前記制御モジュールは、前記シート組立体を含む乗物の点火システムの状況を示す信号
を受信するように構成され、前記点火システムがオンにされたときに前記発熱素子、前記
流体移送デバイス、および前記熱電デバイスのうちの少なくとも１つを作動させるように
なっている、方法。
【請求項１４】
　前記シート組立体の前記所望の動作設定は、一般的な温度設定に対応する、請求項１３
に記載の方法。
【請求項１５】
　前記シート組立体の前記所望の動作設定は、特定の温度または温度範囲に対応する、請
求項１３または１４に記載の方法。
【請求項１６】
　前記シート組立体は、シートバック部とシートボトム部とを有し、前記シートバック部
の前記所望の動作設定は、前記シートボトム部の前記所望の動作設定とは異なる、請求項
１３から１５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１７】
　フィードバック制御を使用して環境制御シート組立体の温度を調節する方法であって、
　前記シート組立体の所望の動作設定に関する指示を受け取ることと、
　少なくとも１つの温度センサを使用して前記シート組立体において行われる温度調節の
レベルに関連する温度を検知することと、
　前記所望の動作設定および前記検知された温度を制御モジュールに供給することと、
　前記制御モジュールを使用して前記シート組立体に隣接する空間の温度を調節するよう
に発熱素子および流体モジュールを選択的に管理することであって、前記流体モジュール
が流体移送デバイスと熱電デバイスとを有することと、
　前記検知された温度が所望の設定値温度よりも低いときに、前記発熱素子と前記流体モ
ジュールの少なくとも一方を加熱動作モードで動作させることと、
　前記検知された温度が前記所望の設定値温度よりも高いときに、前記発熱素子と前記流
体モジュールの少なくとも一方を冷却動作モードで動作させることと、
　前記検知された温度が所定の期間にわたって所望の設定値温度よりも所定の差分だけ高
いときに、前記発熱素子と前記流体モジュールの少なくとも一方の動作を加熱動作モード
から冷却動作モードに切り替えることと、
　前記検知された温度が所定の期間にわたって前記所望の設定値温度よりも所定の差分だ
け低いときに、動作を冷却動作モードから加熱動作モードに切り替えることと、を含む方
法。
【請求項１８】
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　前記所定の差分は摂氏２度である、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記所定の期間は６秒である、請求項１７または１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記発熱素子は、前記発熱素子の測定温度が所定の目標温度に達するまで単独で動作さ
せられる、請求項１７から１９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２１】
　前記所定の目標温度は、前記所望の設定値温度の所定の温度オフセット内である、請求
項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記所定の温度オフセットは摂氏２０度である、請求項２１に記載の方法。
【請求項２３】
　前記所定の目標温度に達したときに前記発熱素子の動作が中断され前記流体モジュール
の動作が開始される、請求項２０から２２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２４】
　前記発熱素子の動作は、前記流体モジュールが動作している時に中断される、請求項１
７から２３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２５】
　環境制御シート組立体であって、
　外面を有するシートクッションと、
　前記シートクッションを通って延びており、入口を有する供給通路と、
　空気を前記シートクッションの支持面に沿って分散させるように構成された少なくとも
１つの分散通路を有し、前記供給通路と連通する分散システムと、
　前記シートクッションの前記外面の上方に配置されたシートカバリングと、
　前記シートカバリングと前記供給通路の前記入口との間に配置された熱源と、
　前記供給通路の前記入口に動作可能に連結された流体モジュールであって、前記分散シ
ステムと前記供給通路との間で空気を移動させるように構成された流体移送デバイスを含
む流体モジュールと、
　前記流体モジュールによって移動させられた前記空気を加熱するように構成された熱電
デバイスと、
　ユーザによって生成された入力信号を受信したときに、前記熱源、前記流体モジュール
、および前記熱電デバイスを第１の調節モードおよび第２の調節モードの一方または両方
において動作させ、加熱または冷却された空気を前記シートクッションの前記外面に供給
し、前記第１の調節モードと前記第２の調節モードが互いに同時に動作しているときに、
周囲温度がしきい値温度よりも高くなった場合は、前記第１の調節モードと前記第２の調
節モードとの間の少なくとも２回の循環動作を開始するように構成された制御システムと
、を含む環境制御シート組立体。
【請求項２６】
　前記伝導性発熱素子は、前記第２の調節モードまたは期間の動作中に、オンとオフとの
間を少なくとも２回循環するように構成されている、請求項１から１２のいずれか１項に
記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　優先出願の参照による援用
　本出願とともに提出された出願データシートにおいて外国または国内の優先権の主張が
特定されているあらゆる出願は、３７ＣＦＲ１．５７に従って参照により本出願に援用さ
れる。
【０００２】
　本出願は、２０１３年１２月５日に出願された米国仮特許出願第６１／９１２４８５号
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および２０１３年１２月６日に出願された米国仮特許出願第６１／９１３１１４号の優先
権の利益を主張し、これら２つの出願の全てが参照によって本出願に明確に援用される。
【０００３】
　本出願は概ね温度調節に関し、詳細には、シート組立体の温度調節に関する。
【背景技術】
【０００４】
　生活空間または作業空間の環境制御のための温度調整された空気は、通常、建物全体、
選択されたオフィス、または建物内の続き部屋などの、比較的広範囲の領域に供給される
。自動車のような乗物の場合、通常、乗物全体が１つのユニットとして冷却または加熱さ
れる。しかし、より選択的または制限的な気温調整が望ましい多数の状況がある。たとえ
ば、実質的に瞬間的な加熱または冷却を実現できるように、乗員シートに対する個別の環
境制御を行うことが望ましいことが多い。たとえば、夏季に日陰のない領域に長時間駐車
され、夏の気候に曝された自動車は、乗物用シートが非常に高温になり、乗員は、車内に
入って車両を使用してからしばらくの間、通常の空調がなされても、不快を感じることが
ある。さらに、通常の空調がなされていても、暑い日には、乗員の背中および他の圧点が
、座っている間汗ばんだままになる場合がある。冬季には、特に、通常の乗物用ヒータで
は乗物の室内が急速に温まる可能性が低く、乗員のシートを迅速に温めて乗員の快適さを
促進する機能を有することが極めて望ましい。
【０００５】
　そのような理由で、乗物用シート用の様々な種類の個別の温度調節システムがある。そ
のような温度調節システムは、通常、シートのバッククッションとシートクッションの少
なくとも一方に形成された流路と通路の組合せを有する分散システムを含む。熱モジュー
ルが空気の温度を調節し、調節済みの空気を流路および通路に送る。調節済みの空気は、
流路および通路を通って流れ、乗物用シートの表面に隣接する空間を冷却または加熱する
。
【０００６】
　したがって、乗物用シートおよび他のシート組立体用の環境制御システムのための改良
された温度調節装置および方法が必要である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　したがって、本出願の一実施態様は、支持面を画定する支持構造を含むシート組立体に
隣接する空間の温度を調節する方法を含む。この方法は、第１の調節モードまたは期間の
間、支持面内に位置するか、あるいは支持面に沿って位置するか、あるいは支持面の下方
に位置する伝導性発熱素子を第１の目標温度に達するまで作動させ、それによって支持面
を伝導的に加熱することと、第２の調節モードまたは期間の間、流体供給デバイスと対流
式温度調節デバイスとを含む流体モジュールを、第２の目標温度に達するまで作動させる
ことと、加熱された空気を、少なくとも部分的にシートクッション内に形成された分散シ
ステムを通じて流体モジュールから支持面に送って支持面に隣接する空間を対流式に加熱
することと、所望の第１の目標温度に達したときに、伝導性発熱素子を停止させることと
、を含み、第１の調節モードまたは期間は概して、第２の調節モードまたは期間に先行し
て、または第２の調節モードまたは期間と同時に用いられ、伝導性発熱素子は、第２の調
節モードまたは期間の間、少なくとも２つの異なるレベルの間を循環するように構成され
ている。いくつかの実施態様では、伝導性発熱素子は、抵抗発熱素子である。いくつかの
実施態様では、伝導性発熱素子は、流体モジュールよりも多くの熱エネルギーを生成する
ように構成される。いくつかの実施態様では、対流式温度調節デバイスは熱電素子を含む
。いくつかの実施態様では、シート組立体は乗物内に配置される。いくつかの実施態様で
は、この方法は、シート組立体に隣接する位置の温度が所望の目標温度よりも低くなった
ときに、制御モジュールを使用して、伝導性発熱素子、流体供給デバイス、および対流式
温度調節デバイスのうちの少なくとも１つを作動させるステップをさらに含む。いくつか
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の実施態様では、伝導性発熱素子を作動させることは、抵抗ヒータを作動させることを含
む。いくつかの実施態様では、この方法は、伝導性発熱素子、流体供給デバイス、および
対流式温度調節デバイスのうちの少なくとも１つを使用して、シート組立体のシートカバ
リングの概ね下方の空間内で熱を発生させるステップをさらに含む。いくつかの実施態様
では、この方法は、伝導性発熱素子、流体供給デバイス、および対流式温度調節デバイス
のうちの少なくとも１つを使用して、シート組立体のシートカバリングの概ね下方でかつ
シート組立体のシートクッションの概ね上方の空間内で熱を発生させるステップをさらに
含む。いくつかの実施態様では、流体モジュールを作動させるステップは、発熱素子が作
動させられてから少なくとも６０秒後に開始する。いくつかの実施態様では、流体モジュ
ールを作動させるステップは、発熱素子が作動させられてから少なくとも１２０秒後に開
始する。いくつかの実施態様では、流体モジュールを作動させるステップは、発熱素子が
停止された後に開始する。いくつかの実施態様では、伝導性発熱体を作動させるステップ
と流体モジュールを作動させるステップは、実質的に同時に行われる。いくつかの実施態
様では、伝導性発熱素子と流体モジュールはどちらも、ある期間の間作動させられ、その
期間の間、伝導性発熱素子および環境制御デバイスに供給される総電流は実質的に一定で
ある。いくつかの実施態様では、シート組立体は、周囲温度がしきい値温度よりも低い場
合、第１の調節モードまたは期間と第２の調節モードまたは期間の両方において同時に動
作するように構成され、シート組立体は、周囲温度がしきい値温度よりも高い場合、第１
の調節モードまたは期間と第２の調節モードまたは期間のうちの一方において動作するよ
うに構成されている。いくつかの実施態様では、シート組立体は、第１の調節モードまた
は期間と前記第２の調節モードまたは期間が互いに同時に行われているときに、周囲温度
がしきい値温度よりも高くなった場合は、第１の調節モードまたは期間と第２の調節モー
ドまたは期間との間の循環動作を開始するように構成される。いくつかの実施態様では、
この方法は、伝導性発熱素子、流体供給デバイス、および対流式温度調節デバイスによっ
て消費される総電力を測定するステップと、総電力が所定の電力を超えたときに、伝導性
発熱素子、流体供給デバイス、および対流式温度調節デバイスのうちの少なくとも１つを
停止させるステップとをさらに含む。
【０００８】
　本願の別の実施態様は、フィードバック制御を使用して環境制御シート組立体の温度を
調節する方法を含み、この方法は、シート組立体の所望の動作設定に関する指示を乗員か
ら受け取るステップと、少なくとも１つの温度センサを使用してシート組立体において行
われる温度調節のレベルに関連する温度を検知するステップと、所望の動作設定および検
知された温度を制御モジュールに供給するステップであって、制御モジュールが、所望の
動作設定および検知された温度に基づいてシート組立体に隣接する空間の温度を調節する
ように発熱素子および流体モジュールを選択的に管理するように構成され、前記流体モジ
ュールが、流体移送デバイスと熱電デバイスとを有している、ステップと、制御モジュー
ルを使用して、発熱素子、流体移送デバイス、および熱電デバイスのうちの少なくとも１
つを作動または停止させるステップと、を含み、発熱素子は、シート組立体の支持面の近
くに配置され、支持面を伝導的に加熱するように構成され、流体モジュールが、加熱され
るかまたは冷却された空気をシート組立体のシートクッション内に少なくとも部分的に形
成された流体分散システムを選択的に通過させて、支持面に隣接する空間を対流式に加熱
または冷却するように構成され、制御モジュールは、発熱素子、流体移送デバイス、およ
び熱電デバイスのうちの少なくとも１つを選択的に作動または停止させて、所望の動作設
定を維持するようになっており、制御モジュールは、乗物の点火システムの状況を示す信
号を受信するように構成され、点火システムがオンにされたときに、発熱素子、流体移送
デバイス、および熱電デバイスのうちの少なくとも１つを作動させるようになっている。
いくつかの実施態様では、クレーム制御シート組立体の所望の動作設定は、一般的な温度
設定に対応する。いくつかの実施態様では、クレーム制御シート組立体の所望の動作設定
は、特定の温度または温度範囲に対応する。いくつかの実施態様では、シート組立体は、
シートバック部とシートボトム部とを有し、シートバック部の所望の動作設定は、シート
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ボトム部の所望の動作設定とは異なる。
【０００９】
　本出願のさらに別の実施態様は、フィードバック制御を使用して環境制御シート組立体
の温度を調節する方法を含み、この方法は、シート組立体の所望の動作設定に関する指示
を乗員から受け取るステップと、少なくとも１つの温度センサを使用してシート組立体に
おいて行われる温度調節のレベルに関連する温度を検知するステップと、所望の動作設定
および検知された温度を制御モジュールに供給するステップと、制御モジュールを使用し
てシート組立体に隣接する空間の温度を調節するように発熱素子および流体モジュールを
選択的に管理するステップであって、流体モジュールが流体移送デバイスと熱電デバイス
とを有する、ステップと、検知された温度が所望の設定値温度よりも低いときに、発熱素
子と流体モジュールの少なくとも一方を加熱動作モードで動作させるステップと、検知さ
れた温度が所望の設定値温度よりも高いときに、発熱素子と流体モジュールの少なくとも
一方を冷却動作モードで動作させるステップと、検知された温度が所定の期間にわたって
所望の設定値温度よりも所定の差分だけ高いときに、発熱素子と流体モジュールの少なく
とも一方の動作を加熱動作モードから冷却動作モードに切り替えるステップと、検知され
た温度が所定の期間にわたって所望の設定値温度よりも所定の差分だけ低いときに、動作
を冷却動作モードから加熱動作モードに切り替えるステップと、を含む。いくつかの実施
態様では、所定の差分は摂氏２度である。いくつかの実施態様では、所定の期間は６秒で
ある。いくつかの実施態様では、発熱素子は、発熱素子の測定温度が所定の目標温度に達
するまで単独で動作させられる。いくつかの実施態様では、所定の目標温度は、所望の設
定値温度の所定の温度オフセット内である。いくつかの実施態様では、所定の温度オフセ
ットは摂氏２０度である。くつかの実施態様では、所定の目標温度に達したときに発熱素
子の動作が中断され流体モジュールの動作が開始される。いくつかの実施態様では、発熱
素子の動作は中断され、流体モジュールは動作している。
【００１０】
　本出願の別の実施態様は、環境制御シート組立体を含み、それは、外面を有するシート
クッションと、シートクッションを通って延びており、入口を有する供給通路と、空気を
シートクッションの支持面に沿って分散させるように構成された少なくとも１つの分散通
路を有し、供給通路と連通する分散システムと、シートクッションの外面の上方に配置さ
れたシートカバリングと、シートカバリングと供給通路の入口との間に配置された熱源と
、供給通路の入口に動作可能に連結された流体モジュールであって、分散システムと供給
通路との間で空気を移動させるように構成された流体移送デバイスを含む流体モジュール
と、流体モジュールによって移動させられた空気を加熱するように構成された熱電デバイ
スと、ユーザによって生成された入力信号を受信したときに、熱源、流体モジュール、お
よび熱電デバイスを第１の調節モードおよび第２の調節モードの一方または両方において
動作させ、加熱または冷却された空気をシートクッションの外面に供給し、第１の調節モ
ードと第２の調節モードが互いに同時に動作しているときに、周囲温度がしきい値温度よ
りも高くなった場合は、第１の調節モードと第２の調節モードとの間の循環動作を開始す
るように構成された制御システムと、を含む。いくつかの実施態様では、制御システムは
、熱源が停止された後に流体モジュールを作動させるように構成されている。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の好ましい実施形態に従って構成された環境制御システムを含む乗物用シ
ート組立体の斜視図である。
【図２】図１の乗物用シート組立体の側面図である。
【図２Ａ】図２の線２Ａ－２Ａに沿った図１の乗物用シート組立体の断面図である。
【図２Ｂ】図２の線２Ｂ－２Ｂに沿った図１の乗物用シート組立体の断面図である。
【図３】乗物用シート組立体のカバリングが取り外された図１の乗物用シート組立体の正
面図である。
【図３Ａ】図１の乗物用シート組立体の背もたれの分解側面斜視図である。
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【図４】図１の乗物用シート組立体および環境制御システムの概略図である。
【図５Ａ】乗物用シート組立体の変形実施形態の背もたれの断面図である。
【図５Ｂ】乗物用シート組立体の変形実施形態のシートの断面図である。
【図６Ａ】乗物用シート組立体の別の変形実施形態の背もたれの断面図である。
【図６Ｂ】乗物用シート組立体のさらなる変形実施形態のシートの断面図である。
【図７】環境制御システムの一実施形態の発熱素子および流体モジュールに供給される電
力のグラフである。
【図８】一実施形態による環境制御システムに関する制御サブルーチンの概略図である。
【図９】一実施形態による環境制御システムに関する制御サブルーチンの概略図である。
【図１０】一実施形態による環境制御システムに関する制御サブルーチンのフローチャー
トである。
【図１１】一実施形態による環境制御システムのサブルーチンの動作によって得られる温
度および電圧のグラフである。
【図１２】一実施形態による環境制御システムのサブルーチンの動作によって得られる温
度および電圧のグラフである。
【図１３Ａ】電力を低減する制御を実行しない加熱モードにおける環境制御システムの動
作のグラフである。
【図１３Ｂ】電力を低減する制御を実行しない加熱モードにおける環境制御システムの動
作のグラフである。
【図１４Ａ】電力を低減する制御を実行する加熱モードにおける環境制御システムの動作
のグラフである。
【図１４Ｂ】電力を低減する制御を実行する加熱モードにおける環境制御システムの動作
のグラフである。
【図１５】一実施形態による環境制御システムの概略図である。
【図１６】一実施形態による加熱モードにおける環境制御システムの動作のグラフである
。
【図１７】一実施形態による冷却モードにおける環境制御システムの動作のグラフである
。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　図１および図２は、シート部３２と背もたれ部３４とを有するシート組立体３０の例示
的な実施形態を示す。シート組立体３０は、以下に図２Ａ～図４を参照してより詳しく説
明する環境制御システム３６を含む。
【００１３】
　乗員がシート組立体３０に座ると、乗員のシートは概ねシート部３２のシート領域４０
内に配置され、乗員の脚の少なくとも一部は、シート部３２の大腿領域４２によって支持
される。この実施形態では、シート部３２の後端部４４は、背もたれ部３４の底端部４６
に結合されている。乗員がシート組立体３０に座ると、乗員の背中は背もたれ部３４の前
面４８に接触し、乗員のシートおよび脚はシート部３２の頂面５０に接触する。面４８、
５０は協働して乗員を着座位置に支持する。シート組立体３０は、様々なサイズおよび体
重の乗員に適応するように構成し、かつそのようなサイズを有することが可能である。
【００１４】
　図示の実施形態では、シート組立体３０は標準的な自動車シートと同様である。しかし
、本明細書に記載されたシート組立体３０のいくつかの特徴および態様が、様々な他の用
途および環境において使用されてもよいことを理解されたい。たとえば、シート組立体３
０のいくつかの特徴および態様は、たとえば、飛行機、船舶などの他の乗物において使用
できるようになされてもよい。さらに、シート組立体３０のいくつかの特徴および態様は
、たとえば、職場と居住地のいずれか一方または両方において使用される椅子、ソファ、
劇場用シート、マットレス、およびオフィス用シートなどの静止環境において使用できる
ようになされてもよい。たとえばベンチシートなどの、シート組立体３０の他の構成も考
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えられる。
【００１５】
　引き続き図１および図２を参照すると分かるように、背もたれ部３４は、前面側５４と
、背面側５６と、頂部側５８と、底部側６０とを有している。背もたれ部３４は、シート
組立体３０の乗員を左右方向において支持するために頂部側５０と底部側６０との間を延
びている一対の側面５７、５９を含んでいる。背もたれ部３４の腰部領域６２は、概ね背
もたれ部３４の側面５７、５９の間の、シート部３２の近くに配置されている。
【００１６】
　同様に、シート部３２は、前面側６４と、背面側６６と、頂部側６８と、底部側７０と
を有している。シート部３２も、シート組立体３０の乗員を左右方向において支持するた
めに背面側６６から前面側６４まで延びている一対の側面６９、７１を含んでいる。一実
施形態では、シート組立体３０は、シート部３２の底部側７０を乗物の床に取り付けるこ
とによって乗物に固定されている。
【００１７】
　図２Ａは、背もたれ部３４の一部の断面図である。図示されているように、背もたれ部
３４は概して、適切なカバリング材料７４（たとえば、張り材料、皮革、またはビニール
）で覆われたクッション７２によって形成されている。クッション７２は通常、金属フレ
ームまたはプラスチックフレーム（不図示)に支持されている。いくつかの実施形態では
、フレームとクッション７２との間にばねが配置されてもよい。フレームは、シート組立
体３０を構造的に支持し、一方、クッション７２は柔らかい着座面を形成する。カバリン
グ材料７４は、シート組立体３０の表面に美しい外観と柔らかい感触を与える。図２Ｂの
シート部３２は、図２Ａに示されているように背もたれ部３４と同様に構成されてもよい
。
【００１８】
　図３は、カバリング７４が取り外され、それによってクッション７２が露出されたシー
ト組立体３０を示している。クッション７２は、一般的な自動車シートクッションフォー
ムであってもよく、あるいは乗員を支持するのに適切な特性を有する他の種類の材料であ
ってもよい。そのような材料には独立気泡フォームまたは連続気泡フォームが含まれるが
、それらに限定さらない。
【００１９】
　図３および図３Ａに示されているように、シート組立体３０の背もたれ部３４には背も
たれ流体分散システム７６Ａが設けられている。分散システム７６Ａは、シートクッショ
ン７２の前面側５４から背面側５６まで延びている入口通路７８Ａを有している（たとえ
ば図２Ａも参照されたい）。分散システム７６Ａは、入口通路７８Ａから延びる、少なく
とも１つであって多くの場合は複数存在する流路８０Ａも含んでいる。上述のように、ク
ッション７２は、たとえば連続気泡フォームまたは独立気泡フォームなどの一般的な自動
車クッション材料から形成されてもよい。一実施形態では、クッション７２は、通路７８
Ａと各流路８０Ａのいずれか一方または両方を形成するように事前に成形されたフォーム
で作られている。別の実施形態では、通路７８Ａと各流路８０Ａのいずれか一方または両
方は、シートクッション７２からフォームを切り取ることによって形成されてもよい。
【００２０】
　図３Ａを参照すると分かるように、図示の実施形態では、空気を分散させるためのイン
サートまたはライナ１５０が流路８０Ａ、８０Ｂ内に配置されてもよい。図示のように、
インサート１５０は概して、概ねＵ字形の断面を有する複数の流路またはプレナム１５４
を含む本体１５２を有している。インサート１５０は、クッション７２に形成された各流
路８０Ａに概ね嵌るように構成されている。プレナム１５４は、入口通路７８Ａを通って
延びるダクト１５６から延びている。プレナム１５４およびダクト１５６の周囲は、クッ
ション７１の表面と概ね平行に延びているフランジ１５８を含んでいる。図２Ａを参照さ
れたい。インサート１５０は、空気がクッション７２内に流れ込むのを制限するように構
成された耐湿性の独立気泡フォームで形成されることが好ましい。しかし、他の実施形態
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では、インサート１５０は、たとえば、成形プラスチックなどの他の材料から形成するこ
とが可能である。インサート１５０のさらなる詳細および追加の実施形態は、２００４年
５月２５日に出願され、内容全体が参照によって本明細書に援用される（incorporated b
y reference herein）同時係属米国特許出願第１０／８５３７７９号に記載されている。
以下に図２Ｂを参照して説明するように、変形実施形態では、分散システム７６Ａはイン
サート１５０なしで形成されてもよい。
【００２１】
　再び図２Ａを参照すると、シート組立体３０を通って空気を送るための分散通路８２Ａ
を画定するように、カバーまたはスクリム８１Ａがインサート１５０の概ね上方に配置さ
れている。スクリム８１Ａは、分散通路８２Ａに向かって、および／または分散通路８２
Ａから空気を送る１つまたは複数の開口部８４Ａを含み、好ましくはシートカバー７４を
構造的に支持して、各通路８２Ａに落ち込むのを防ぐ。スクリム８１Ａは１つまたは複数
の熱素子を含むことが好ましく、熱素子はスクリム８１Ａ内に、１つまたは複数の開口部
８４Ａに概ね隣接して配置されることが好ましく、シート組立体３０に隣接する空間の温
度を変化させるように構成されている。以下により詳しく説明するように、図示の実施形
態では、各熱素子１６０Ａは、シート組立体を通って送られる空気を加熱することと、各
熱素子１６０Ａに隣接するシート組立体の一部を加熱することとのいずれか一方または両
方を行うのに使用される。
【００２２】
　各熱素子１６０Ａは、たとえば抵抗ヒータ（たとえば抵抗線、炭素繊維系発熱素子、お
よび炭素含浸シート）と、化学反応ヒータと、熱交換器と、ペルティエ熱電デバイスのう
ちの少なくとも１つなど、温度を変化させる様々なデバイスのうちのいずれを有してもよ
い。各熱素子１６０Ａは、スクリム８１Ａを形成するように布や発泡体などと組み合わせ
て使用されてもよい。別の実施形態では、各熱素子１６０Ａは、スクリム８１Ａに結合さ
れてもよく、あるいはスクリム８１Ａの概ね近くに配置されてもよい。図示の実施形態で
は、スクリム８１Ａは、スクリム８１Ａとインサート１５０との間の漏れを制限し、それ
によって空気が各開口部８４Ａを通過して流れるように、フランジ１５８に取り付けられ
ている。一実施形態では、接着剤を使用してスクリム８１Ａをインサート１５０に取り付
けている。他の実施形態では、熱かしめ（heat stake）または留め具が使用されてもよい
。
【００２３】
　引き続き図２Ａを参照すると、スクリム８１Ａとシートカバリング７４との間に任意の
分散層８６Ａが配置されている。分散層８６Ａは、開口部８４Ａを通って流れる空気をカ
バリング７４の下面に沿って拡散させる。分散層８６Ａと、背もたれ部３４の前面４８に
近接する空間との間を空気が流れるのを可能にするために、カバリング７４は通気性の材
料から形成されてもよい。たとえば、一実施形態では、カバリング７４は、天然繊維と合
成繊維のいずれか一方または両方で作られた通気性の布を含む。別の実施形態では、カバ
リング７４は、皮革、または小さい開口部もしくは孔が設けられた皮革状材料から形成さ
れている。変形実施形態では、分散層８６Ａは省略されてもよく、あるいはシートカバリ
ング７４とスクリム８１Ａのいずれか一方または両方と組み合わされてもよい。上述のよ
うに、スクリム８１Ａは、空気の通過を可能にするように構成されている。図示の実施形
態では、このことは、スクリム８１Ａに小さい開口部または孔を設けることによって実現
される。別の実施形態では、スクリム８１Ａ自体と各熱素子１６０Ａのいずれか一方また
は両方が概ね通気性を有していてもよい。
【００２４】
　図２Ｂおよび図３を参照すると、シート組立体３０のシート部３２には、シート分散シ
ステム７６Ｂも設けられている。シート分散システム７６Ｂは、シートクッション７２の
頂部側６８から底部側７０まで延びている入口通路７８Ｂを有している。背もたれ分散シ
ステム７６Ａと同様に、シート分散システム７６Ｂは、入口通路７８Ｂから延びる、少な
くとも１つ存在する、多くの場合は複数存在する流路８０Ｂも含んでいる。これらの流路
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８０Ｂは上述のように構成されてもよい。
【００２５】
　シート分散システム７６Ｂでは、クッション７２の流路８０Ｂを形成する部分は、各流
路８０Ｂを通って流れる空気がクッション７２内にそれほどしみ込まないように構成され
たコーティング、スキン、または他の材料による処理と被覆のいずれか一方または両方を
施されることが好ましい。別の実施形態では、クッション７２は、空気がフォーム内をそ
れほど流れないようにする密なフォームから形成されてもよい。それに加えて、あるいは
その代わりに、シート分散システム７６Ｂは、 図２Ａおよび図３Ａを参照して上に記載
されたようにインサートまたはライナを含んでもよい。
【００２６】
　各流路８０Ｂは、空気をシート組立体３０内を通して送るための各分散通路８２Ｂを画
定するようにスクリムまたはカバー８１Ｂによって覆われている。スクリム８１Ｂは上述
のように構成されることが好ましい。したがって、スクリム８１Ｂは、熱素子１６０Ｂと
、分散通路８２Ｂに向かって、および／または分散通路８２Ｂから空気を送るための１つ
または複数の開口部８４Ｂとを含んでいる。上述のように、スクリム８１Ｂは、スクリム
８１Ｂとクッション７２との間の漏れを制限するようにクッション７２に取り付けられる
ことが好ましい。分散層８６Ｂは、任意に、スクリム８１Ｂとシートカバリング７４との
間に配置される。上述のように、変形実施形態では、分散層８６Ｂを省略するか、あるい
はシートカバリング７４とスクリム８１Ａのいずれか一方または両方と組み合わせること
が可能である。さらに、カバリング７４と同様に、スクリム８１Ａ自体が、図示の実施形
態に示されているように、概ね通気性を有することと、小さい開口部または孔８４Ｂを備
えることのいずれか一方または両方が施されるように構成されてもよい。
【００２７】
　以下により詳しく説明するように、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂは、シート組立体３０の
乗員に隣接する空間または乗員に隣接するシートの部分における温度を変化させる（たと
えば上昇させる）のに使用される。熱素子１６０Ａ、１６０Ｂは、分散システム７６Ａ、
７６Ｂ内に生成される流体の流れと組み合わされて使用されることが好ましい。後述のよ
うに、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂが流体の流れと組み合わされて使用されるとき、空気は
、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂがその温度を変化させる前に調節されてもあるいは調節され
なくもよい。たとえば、一実施形態では、（加熱することのできる）空気は、入口通路７
８Ａ、７８Ｂを通して分散通路８２Ａ、８２Ｂに送られる。次いで、空気は開口部８４Ａ
、８４Ｂを通過して分散層８６Ａ、８６Ｂに流入する。次いで、空気はカバリング７４を
通して背もたれ部３４の前面４８とシート部３２の頂面のいずれか一方または両方に隣接
する空間に送られる。別の実施形態では、環境制御システム３６は、背もたれ部３４の前
面４８とシート部３２の頂面のいずれか一方または両方に隣接する空気を除去するのに使
用される。そのような実施形態では、空気は、カバリング７４を通して分散層８６Ａ、８
６Ｂ内に引き込まれる。次いで、空気は開口部８４Ａ、８４Ｂを通して分散通路８２Ａ、
８２Ｂ内に引き込まれ、入口通路７８Ａ、７８Ｂを通過する。このようにして、分散シス
テム７６Ａ、７６Ｂを通じて、引き込みと供給のいずれか一方または両方が行われた空気
を使用して、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂの補助と強化のいずれか一方または両方が行われ
てもよい。一実施形態では、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂはカバリング７４および他の材料
層を通る伝導を介して乗員を温める。そのような実施形態では、流体の流れは、熱素子１
６０Ａ、１６０Ｂによって発生させられた熱を対流を介して乗員に伝達することによって
も、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂを強化することができる。
【００２８】
　当業者には、空気をカバリング７４に沿ってクッション７２を通って分散させるという
目的があるとすると、背もたれ部３４およびシート部３２用の分散システム７６Ａ、７６
Ｂをいくつかの異なる方法で修正してもよいことが認識されよう。たとえば、流路８０Ａ
、８０Ｂと開口部８４Ａ、８４Ｂのいずれか一方または両方の形状と数のいずれか一方ま
たは両方が修正されてもよい。他の実施形態では、スクリム８１Ａ、８１Ｂと分散通路８



(12) JP 6524088 B2 2019.6.5

10

20

30

40

50

２Ａ、８２Ｂのいずれか一方または両方が、同様の機能が得られるように構成された他の
構成要素との組合せと交換のいずれか一方または両方が行われてもよい。他の実施形態で
は、分散システム７６Ａ、７６Ｂまたはそれらの一部が互いに組み合わされてもよい。さ
らに、背もたれ部３４およびシート部３２の分散システム７６Ａ、７６Ｂの様々な特徴が
互いに、組合せと交換のいずれか一方または両方が行われてもよい。
【００２９】
　図４は、温度調節システム３６の概略図である。図示の実施形態では、温度調節システ
ム３６は、上述の熱素子１６０Ａ、１６０Ｂと分散システム７６Ａ、７６Ｂとを含んでい
る。システム３６は、バック流体モジュール９２Ａとシート流体モジュール９２Ｂとをさ
らに含む。後述するように、２つの流体モジュール９２Ａ、９２Ｂがいずれも、上述の分
散システム７６Ａ、７６Ｂからの流体の供給と除去のいずれか一方または両方と、分散シ
ステム７６Ａ、７６Ｂへの調節された空気（たとえば加熱された空気）の供給との、いず
れか一方または両方を行うように構成されている。このようにして、流体モジュール９２
Ａ、９２Ｂは、上述の熱素子１６０Ａ、１６０Ｂによって生成された熱を強化または補助
するのに使用することができる流体の流れを、シート組立体３０から、および／またはシ
ート組立体に供給する。
【００３０】
　図示の実施形態では、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂの各々は、デバイス９４Ａ、９４
Ｂを通って流れる流体を調節する（たとえば、選択的に加熱または冷却する）熱電デバイ
ス９４Ａ、９４Ｂを含むことが好ましい。好ましい熱電デバイス９４Ａ、９４Ｂは、当該
技術分野で公知のペルティエ熱電モジュールである。図示の流体モジュール９２Ａ、９２
Ｂは、熱エネルギーを、モジュール９２Ａ、９２Ｂを通って流れる流体から分散システム
７６Ａ、７６Ｂに伝達するかあるいは流体から除去する主熱交換器９６Ａ、９６Ｂも含む
ことが好ましい。そのような流体は、導管９８Ａ、９８Ｂを通して分散システム７６Ａ、
７６Ｂに移送される（２００４年１０月２５日に出願され、参照によって本明細書におい
て援用される米国出願第１０／９７３９４７号を参照されたい）。図示の実施形態では、
モジュール９２Ａ、９２Ｂは、熱電デバイス９４Ａ、９４Ｂから延びており主熱交換器９
６Ａ、９６Ｂと概ね向かい合う廃熱交換器１００Ａ、１００Ｂ（図４参照）も含むことが
好ましい。主熱交換器９６Ａ、９６Ｂと廃熱交換器１００Ａ、１００Ｂのいずれか一方ま
たは両方を介して流体を送るために、ポンピングデバイス１０２Ａ、１０２Ｂが各流体モ
ジュール９２Ａ、９２Ｂと組み合わされることが好ましい。ポンピングデバイス１０２Ａ
、１０３Ｂは、たとえば、軸流送風機とラジアルファンのいずれか一方または両方などの
電動ファンまたは電動送風機を有してもよい。図示の実施形態では、単一のポンピングデ
バイス１０２Ａ、１０２Ｂが主熱交換器９６Ａ、９６Ｂと廃熱交換器１００Ａ、１００Ｂ
の両方に使用されてもよい。しかし、別個のポンピングデバイスが廃熱交換器１００Ａ、
１００Ｂおよび熱交換器９６Ａ、９６Ｂと組み合わされてもよいと考えられる。
【００３１】
　上述の流体モジュール９２Ａ、９２Ｂが、分散システム７６Ａ、７６Ｂに供給される空
気の移動と調節のいずれか一方または両方を行うのに使用される場合があるデバイスの例
示的な１つの実施形態のみを表していることを理解されたい。調節済みの空気の移動と供
給のいずれか一方または両方を行うために、異なる構成の様々な流体モジュールのうちの
いずれが使用されてもよい。使用可能な流体モジュールの他の例は、参照によって本明細
書に援用される米国特許第６２２３５３９号、第６１１９４６３号、第５５２４４３９号
、第５６２６０２１号に記載されている。そのような流体モジュールの別の例は現在、Ge
ntherm Incorporated（旧Amerigon,Inc.）によってMicro-Thermal ModuleTMの商標で市販
されている。別の例では、流体モジュールは、空気の温度を調節する熱電デバイスと廃熱
交換器のいずれか一方または両方を持たないポンプデバイスを有していてもよい。そのよ
うな実施形態では、ポンピングデバイスが空気を移動するかまたは分散システム７６Ａ、
７６Ｂに供給するのに使用されてもよい。さらに別の実施形態では、流体モジュール９２
Ａ、９２Ｂは、１つまたは複数の構成要素（たとえば、ポンピングデバイス、熱電デバイ
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スなど）を互いに共有することと、乗物の全体的な環境制御システムと共有することとの
いずれか一方または両方を行ってもよい。別の実施形態では、両方の分散システム７６Ａ
、７６Ｂに空気を供給するのに単一の流体モジュールが使用される。
【００３２】
　動作時には、空気の形態の流体を流体モジュール９２Ａ、９２Ｂから導管９８Ａ、９８
Ｂを通して、対応する分散システム７６Ａ、７６Ｂに供給することができる。上述のよう
に、空気は、通路８２Ａ、８２Ｂを通って開口部８４Ａ、８４Ｂに流入し、次いで分散層
８６Ａ、８６Ｂに沿って流れ、カバリング７４を通過する。このようにして、調節済みの
空気または未調節の空気を、背もたれ部３４の前面４８とシート組立体の頂面５０のいず
れか一方または両方に供給することができる。上述のように、シート組立体に供給された
空気は、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂを強化または補助してもよい。
【００３３】
　変形実施形態では、自動車の乗員室内からの空気をカバリング７４を通して分散層８６
Ａ、８６Ｂ内に引き込み、開口部８４Ａ、８４Ｂを通過させることができる。次いで、空
気は分散通路８２Ａ、８２Ｂを通って入口通路７８Ａ、７８Ｂに流入し、次いで導管９８
Ａ、９８Ｂに流入することができる。このようにして、温度調節システム３６は、シート
組立体３０の表面付近の空気が除去されるように吸引を行うことができる。上述のように
、シート組立体３０から除去された空気は、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂを強化または補助
してもよい。
【００３４】
　次に、温度調節システム３６用の例示的な制御システム１０４について、引き続き図４
を参照して説明する。図示のように、制御システム１０４は、環境制御システム３６のユ
ーザが環境制御システム３６に関する制御設定モードまたは設定モードを実行できるよう
にするためのユーザ入力デバイス１０６を含んでいる。制御設定は、特定の温度設定（た
とえば、６５度）、より一般的な温度設定（たとえば「高温」または「低温」）と、ポン
ピングデバイスに関する設定（たとえば「高」、「中」、または「低」）のうちのいずれ
か一方または両方を含んでもよい。いくつかの実施形態では、ポンピングデバイスは、３
つの設定値ではなく温度設定に基づいて最適化レベルに設定することも可能である。入力
デバイス１０６は、所望の構成に応じて、たとえば、ダイアル、ボタン、レバー、スイッ
チ、別のデバイスからのシリアル通信などの、様々な入力デバイスのうちのいずれを含ん
でもよい。ユーザ入力デバイス１０６は、制御設定の視覚的または聴覚的表示を実現する
ユーザ出力を含んでもよい（たとえばＬＥＤディスプレイ）。
【００３５】
　引き続き図４を参照すると、入力デバイス１０６は制御モジュール１１０に動作可能に
接続されている。制御モジュール１１０は、背もたれ部３４およびシート部３２用の流体
モジュール９２Ａ、９２Ｂのポンピングデバイス１０２Ａ、１０２Ｂおよび熱電デバイス
９４Ａ、９４Ｂに、動作可能に接続されている。制御ユニット１１０はまた、制御線（不
図示）を通して熱素子１６０Ａ、１６０Ｂに動作可能に接続されている。熱電デバイス９
４Ａ、９４などによって調節された流体の、熱電デバイス（たとえばその構成要素）の温
度を測定する温度センサ１１２、１１４が設けられている。温度センサ１１２、１２４は
また、シート制御モジュール１１０に動作可能に接続されている。温度センサ（不図示）
は、好ましくは熱素子１６０Ａ、１６０Ｂの近くにあるいは熱素子１６０Ａ、１６０Ｂに
近接して配置され、制御モジュール１１０にも動作可能に接続されてもよい。
【００３６】
　図示の実施形態では、制御モジュール１１０は、電源１１４および接地源１１６に動作
可能に接続されており、前述のデバイス（９２Ａ、９２Ｂ、１１２、１２４、１６０Ａ、
１６０Ｂ）のうちの１つまたは複数、あるいはすべてを動作させるのに十分な電気容量を
供給する適切な電気制御ユニットを含む。いくつかの実施形態では、シート制御モジュー
ル１１０は、入力デバイス１０６から乗員の入力を受け取り、温度センサ１１２、１１４
から温度情報を受け取るように構成されたコントローラも有している。この情報から、シ
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ート制御モジュール１１０は、乗員の快適さを確保しシステムを損傷から保護するように
構成された所定の論理に従って、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂと、熱電デバイス９４Ａ、９
４Ｂと、流体ポンプ１０２Ａ、１０２Ｂのうちの少なくとも１つの動作を調整するように
構成されている。
【００３７】
　当業者には、シート制御モジュール１１０が、配線接続（hard-wired）されたフィード
バック制御回路、専用プロセッサ、または本明細書に記載されたステップおよび機能を実
行するように構成することができる任意の他の制御デバイスを有することが可能であるこ
とが理解されよう。さらに、制御モジュール１１０内のコントローラは、必要に応じて部
分構成要素と組み合わされてもあるいは部分構成要素に分割されてもよい。たとえば、制
御モジュール１１０を、背もたれ部３４を調節する第１のモジュールと、シート部３２を
調節する第２の制御モジュールとに分割すると有利である場合がある。たとえば、２００
５年１月３１日に出願され参照によって本明細書に援用される米国特許出願第１０／０４
７０７７号を参照されたい。別の実施形態では、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂと流体モジュ
ール９２Ａ、９２Ｂとに別個の制御モジュールを設けてもよい。さらに、制御システム１
０４が、環境制御システム３６の動作を制御するシステムの１つの例示的な構成を表すに
過ぎないことを理解されたい。当業者には、本明細書の開示を考慮して、制御システム１
０４の様々な他の構成が認識されよう。さらに、制御モジュール１１０の１つまたは複数
の構成要素が、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂの一方または両方の内部あるいは別個の位
置などの様々な位置に配置されてもよい。
【００３８】
　様々な構成要素が制御ユニットに「動作可能に接続されている」と記載されている。こ
れは物理的接続（たとえば電気配線またはハード的な配線回路）および非物理的接続（た
とえば無線または赤外線の信号）を含む広義の用語であることを理解されたい。「動作可
能に接続されている」が直接接続と、（たとえば追加の中間デバイスを介する）間接接続
を含むことを理解されたい。
【００３９】
　制御モジュール１１０は、場合によっては、乗物のイグニッションがオンにされたかど
うかを示す信号を乗物の制御デバイス１１８から受信するように構成されてもよい。この
ように、シート制御モジュール１１０は、乗物のエンジンが動作している場合にのみシス
テム３６の動作を可能にするように構成されてもよい。
【００４０】
　制御モジュール１１０は、様々な電子構成要素とコンピュータ構成要素のいずれか一方
または両方を含んでいてよい。「制御モジュール」という用語は、本明細書では、コード
を実行するプロセッサ、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、電子回路、組合せ論理回路
、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、ハード的に配線されたフィード
バック制御回路、上述の機能を実現する他の適切な構成要素、または上記のいくつかもし
くはすべての組合せを含むか、それらの一部であるという意味で用いることができる。制
御モジュール１１０は、制御ユニットによって実行されるコードを記憶する（共有、専用
、またはグループの）メモリをさらに有することができる。したがって、いくつかの実施
形態では、制御モジュール１１０は、マイクロプロセッサと、メモリストレージと、制御
論理を実行するためのプログラムとを含んでもよい。第１の制御モジュール６は、いくつ
かのセンサから入力を受信し、そのような入力に基づいてシステムの様々な動作パラメー
タを調整してもよい。任意の適切な制御アルゴリズムが実施されてもよい。制御モジュー
ル１１０は、温度センサまたは小形コンプレッサや伝熱デバイスなどの様々なセンサおよ
びデバイスの少なくとも一つに結合されてもよく、いくつかの構成要素への熱出力を調整
できる。いくつかの実施形態では、制御モジュール１１０は、たとえば、乗物のコントロ
ーラエリアネットワーク（ＣＡＮ）バスを介して乗物の様々な動作を制御する乗物の電子
制御ユニットまたはモジュールの近くに位置するかあるいは該電子制御ユニットまたはモ
ジュールの一部であってもよい。本明細書では、制御モジュール１１０と結合されてもよ
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い様々なセンサおよびデバイスのさらなる詳細について説明する。
【００４１】
　一実施形態では、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂが作動させられ、背もたれ部３４およびシ
ート部３２の表面４８、５０を加熱する。熱素子１６０Ａ、１６０Ｂが作動させられてい
る間、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂは、背もたれ部３４およびシート部３２の表面４８
、５０に流体の流れを供給することができる。流体流は調節されなくてもよく（たとえば
加熱されない）、そのような実施形態では、各熱素子から背もたれ部３４およびシート部
３２の表面４８、５０への熱の対流を推進することによって熱素子１６０Ａ、１６０Ｂを
強化することができる。別の実施形態では、熱電デバイス９４Ａ、９４Ｂが作動させられ
ている間、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂが背もたれ部３４およびシート部３２の表面４
８、５０に加熱された空気を供給する。このようにして、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂ
は、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂによってもたらされる加熱効果を補助し強化する。さらに
別の実施形態では、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂは、第１の期間または初期期間の間、背も
たれ部３４およびシート部３２の表面４８、５０を主として伝導によって加熱するのに使
用される。第１の期間または初期期間の後に、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂは、背もた
れ部３４およびシート部３２の表面４８、５０に調節済みの空気または未調節の空気を供
給することが可能である。
【００４２】
　上述の実施形態はいくつかの利点を有する。たとえば、特に寒い条件では、流体モジュ
ールによって供給される加熱された空気を使用するだけではシート組立体を顕著に加熱す
るのに長い時間がかかる場合がある。上述の実施形態では、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂは
、背もたれ部３４およびシート部３２の表面４８、５０の近くに配置されているので、伝
導を介して直ちに発熱することができ、この熱をシート組立体３０の乗員によって感じる
ことができる。分散システム７６Ａ、７６Ｂを通じて供給される空気は、熱素子１６０Ａ
、１６０Ｂによって供給される熱を（たとえば対流によって）強化するかあるいは（調節
済みの空気を供給することによって）補助することができる。
【００４３】
　したがって、一実施形態では、制御モジュール１１０は、（たとえば、適切に位置する
センサによって判定されるような）特に寒い条件の間、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂと、流
体モジュール９２Ａ、９２Ｂによって供給される加熱された空気の両方を使用するように
構成することが可能である。それに加えて、または代替実施形態において、制御モジュー
ル１１０は、ユーザが高温（たとえば、高または最高）設定を選択したときに熱素子１６
０Ａ、１６０Ｂと流体モジュール９２Ａ、９２Ｂによって供給される加熱された空気との
両方を使用するように構成することが可能である。より低温の設定（たとえば、低と中の
少なくとも一方）では、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂまたは流体モジュール９２Ａ、９２Ｂ
のみを使用してシート組立体３０を加熱することができる。
【００４４】
　さらに、いくつかの環境制御システムは、比較的高価であり、したがって、すべての用
途に適しているとは限らない。特に、熱電素子９４Ａ、９４Ｂは、用途によっては高価す
ぎる場合がある。そのような用途では、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂは、熱電素子９４
Ａ、９４Ｂなしに形成されてもよく、分散システム７６Ａ、７６Ｂを通じて単にシート面
に空気を供給することとシート面から空気を除去することの少なくとも一方を行うのに使
用されてもよい。このように、低コストの環境制御システムが形成される。そのようなシ
ステムでは、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂは、シート組立体３０の表面を選択的に制御（た
とえば加熱）するのに使用される。流体モジュール９２Ａ、９２Ｂによって供給される流
体の流れを使用して乗員への熱の伝達を強化することと、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂを単
独で動作させることのいずれか一方または両方が可能である。冷却が必要であるとき、流
体モジュール９２Ａ、９２Ｂは、シート組立体に空気流を供給するかあるいはシート面か
ら空気を引き込んで冷却効果を生じさせることが可能である。
【００４５】
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　変形実施形態では、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂは、分散システム７６Ａ、７６Ｂを
通じて、シート面に冷却された空気のみを供給することと主として冷却された空気を供給
することのいずれか一方または両方を行うように構成された熱電素子を含んでもよい。制
御モジュール１１０は、ユーザが冷房を望んでいるときに、流体モジュール９２Ａ、９２
Ｂがシート面に冷却された空気を供給するように構成することが可能である。ユーザが暖
房を望んでいるときには、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂを使用してシート組立体３０の表面
を選択的に加熱することができる。暖房時には、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂが流体を
供給して乗員への熱の伝達を強化することと、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂを単独で動作さ
せることのいずれか一方または両方が可能である。この実施形態では、熱電素子デバイス
を冷却機能と加熱機能の両方を実現するように構成する必要がないので、制御モジュール
１１０および流体モジュール９２Ａ、９２Ｂを簡略化することができる。
【００４６】
　上記において様々な実施形態および動作モードについて説明したが、シート組立体３０
の様々な部分（たとえば、シート部および背もたれ部）を修正された方法で制御すること
と、異なる温度設定に調節することのいずれか一方または両方を行ってもよいと考えられ
る。
【００４７】
　図５Ａおよび図５Ｂは、環境制御システムの変形実施形態の分散システム２７６Ａ、２
７６Ｂの一部を示している。図５Ａおよび図５Ｂでは、 図２Ａおよび図２Ｂに示されて
いる要素と同様の要素は、図２Ａおよび図２Ｂにおいて使用されたのと同じ参照番号によ
って示されている。さらに、環境制御システムのいくつかの構成要素のみについて以下に
詳しく説明する。詳しく記載されない構成要素については、上記の詳細な説明が参照され
る場合がある。
【００４８】
　上述の実施形態と同様に、環境制御システムは概して、熱素子３６０Ａ、３６０Ｂと、
流体モジュール（不図示）と、分散システム２７６Ａ、２７６Ｂとを有している。この実
施形態では、発熱体３６０Ａ、３６０Ｂは、空気をシート組立体３を通して送るのに使用
される分散通路８２Ａ、８２Ｂと入口通路７８Ａ、７８Ｂのいずれか一方または両方の概
ね内部に、あるいはいずれか一方または両方に概ね近接して配置されている。このように
して、発熱素子３６０Ａ、３６０Ｂは、シート組立体３０の表面４８、５０に供給される
空気を加熱するのに使用されてもよい。
【００４９】
　図示の実施形態に関して、背もたれ部３４用の熱素子１６０Ａは、分散通路８２Ａを形
成するインサート１５０の部分を少なくとも部分的に形成してもよい。分散通路を通って
流れる空気は、熱素子３６０Ａによって加熱され、次いで開口部８４Ａを通って乗員に供
給される。変形実施形態では、熱素子３６０Ａはインサート１５０の内面または外面に沿
って配置されてもよい。
【００５０】
　図５Ｂおよびシート部３２に関しては、各熱素子３６０Ｂは、シートクッション７２内
に流路８０Ｂの一部を整列させることと形成することとのいずれか一方または両方を行っ
てもよい。背もたれ部３４と同様に、各熱素子３６０Ｂは、通路８２Ｂを通って流れる空
気を加熱する。他の実施形態では、各熱素子３６０Ｂはクッション７２内に配置されても
よい。
【００５１】
　したがって、熱素子３６０Ａ、３６０Ｂが概ねシートクッション７２内のシートカバー
７４とシート組立体３０の背面５６または下面７０との間に配置されているので、熱素子
３６０Ａ、３６０Ｂは、流体モジュールによってシート組立体３０に供給される空気を加
熱することができる。変形実施形態では、１つまたは複数の熱素子（不図示）をシートの
前面または頂面の近くに、あるいは前面または頂面に隣接して設けることができることを
理解されたい。そのような実施形態では、各熱素子を、図２Ａおよび図２Ｂを参照して上



(17) JP 6524088 B2 2019.6.5

10

20

30

40

50

記に記載されたようにスクリム８１Ａ、８１Ｂ内に設けることができる。
【００５２】
　図６Ａおよび図６Ｂは、分散システム１０７６Ａ、１０７６Ｂの一部と、環境制御シス
テムの他の変形実施形態を示している。図６Ａおよび図６Ｂでは、図２Ａおよび図２Ｂに
示されているのと同様の要素は、図２Ａおよび図２Ｂにおいて使用されたのと同じ参照番
号によって示されている。さらに、環境制御システムのいくつかの構成要素のみについて
以下に詳しく説明する。詳しく記載されない構成要素については、上記の詳細な説明が参
照される場合がある。
【００５３】
　上述の実施形態と同様に、環境制御システムは概して、熱素子１１６０Ａ、１１６０Ｂ
と、流体モジュール（不図示）と、分散システム１０７６Ａ、１０７６Ｂとを有している
。図６Ａを参照すると、この実施形態では、背もたれ部３４用の分散システム１０７６Ａ
は、シートクッション７２の概ね背面側５６に配置された少なくとも１つであって好まし
くは複数の流路１０８０Ａを含んでいる。少なくとも１つであって好ましくは複数の貫通
通路１０７５Ａは、各流路１０８０Ａからクッション７２の前面側５４まで延びている。
通路１０７５Ａは、 図２Ａおよび図２Ｂを参照して上記に記載されたような配置と組合
せのいずれか一方または両方を実現することができるカバーまたはスクリム８１Ａ、分散
層８６Ａ、およびカバリング７４によって覆われている。図示の実施形態では、各熱素子
１１６０Ａは、スクリム８１Ａ内の各開口部８４Ａの近くに配置されている。上述のよう
なインサート１１５０が各流路１０８０Ａと各通路１０７５Ａのいずれか一方または両方
の内部に設けられてもよい。各分散通路８２Ａを画定し、各分散通路８２Ａを流体モジュ
ールに連結する、入口１００４を有する背面カバリング１００２が設けられている。さら
に、変形実施形態では、図６Ｂを参照して以下に記載されているように各流路１０８０Ａ
または各通路１０７５Ａ内にあるいは各流路１０８０Ａまたは各通路１０７５Ａの近くに
１つまたは複数の熱素子（不図示）を設けることができることを理解されたい。
【００５４】
　図６Ｂは、シート部３２用の分散システム１０７６Ｂを示している。図６Ａに示されて
いる背もたれ部３４と同様に、分散システム１０７６Ｂは、シートクッション７２の概ね
底部側６０に配置された少なくとも１つであって好ましくは複数の流路１０８０Ｂを含ん
でいる。少なくとも１つであって好ましくは複数の貫通通路１０７５Ｂが各流路１０８０
Ｂからクッション７２の頂部側５４まで貫通している。各通路１０７５Ｂは、図２Ａおよ
び図２Ｂを参照して上記に記載されたような配置と組合せのいずれか一方または両方を実
現することができるカバーまたはスクリム８１Ｂ、分散層８６Ｂ、およびカバリング７４
によって覆われている。各分散通路８２Ｂを画定し、各分散通路８２Ｂを流体モジュール
に連結する、入口１００４を有する底面カバリング１００２が設けられている。
【００５５】
　この実施形態では、各発熱素子１１６０Ｂは、空気をシート組立体３０を通って送るの
に使用される各流路１０８０Ｂと各貫通通路１０７５Ｂのいずれか一方または両方によっ
て形成されるような各分散通路８２Ｂの概ね内部にあるいは各分散通路８２Ｂに近接して
配置されている。さらに、この実施形態の分散システム１０７６Ｂはインサートを含んで
いない。しかし、上述のように、シート部およびクッション部３２、３４用の分散システ
ム１０７６Ａ、１０７６Ｂのいくつかの構成要素および特徴部の交換と組合せのいずれか
一方または両方を行ってもよいことを理解されたい。たとえば、シート部３２がインサー
トを含むことと、各熱素子をスクリム内に配置させることとのいずれか一方または両方が
可能である。さらに、変形実施形態では、シートの頂面の近くに、あるいは頂面に隣接し
て、１つ以上の熱素子（不図示）を設けることができることを理解されたい。そのような
実施形態では、各熱素子は、図２Ｂを参照して上記に記載されたようにスクリム８１Ｂ内
に設けることが可能である。
【００５６】
　上述のように、一実施形態では、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂは、第１の期間または初期
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期間の後に、背もたれ部３４およびシート部３２の表面４８、５０を主として伝導によっ
て加熱するために使用することが可能である。第１の期間または初期期間の間、流体モジ
ュール９２Ａ、９２Ｂは、背もたれ部３４およびシート部３２の表面４８、５０に調節済
みの空気または未調節の空気を供給するために使用することが可能である。図７は、その
ような実施形態において使用することができる制御ルーチンの一実施形態のグラフである
。
【００５７】
　図７に示されているように、ユーザは制御ユニット１１０に設定温度を与えることがで
きる。たとえば、ユーザは、各々が設定温度に対応する高設定、中設定、および低設定の
うちの１つを選択することができる。別の実施形態では、ユーザはダイアルまたはその他
の入力デバイスで温度（たとえば１００度）を選択することができる。コントローラ１１
０は、初期期間dの間は、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂがオフのままであり、熱素子１
６０Ａ、１６０Ｂに電力が供給されるように構成されている。好ましい実施形態では、制
御遅延は直接制御されない。期間d は、各熱素子が所定の温度に達するのに必要な期間に
よって決定されることが好ましい。変形実施形態では、この初期期間dの間、流体移送デ
バイス１０２Ａ、１０２Ｂによってシートに未調節の流体を供給して熱素子１６０Ａ、１
６０Ｂによる加熱を強化することができる。各熱素子が規定の温度設定値に達すると、コ
ントローラ１１０は、（熱電ユニット９４Ａ、９４Ｂおよび流体移送デバイス１０２Ａ、
１０２Ｂがまだ作動させられていない場合）熱電ユニット９４Ａ、９４Ｂおよび流体移送
デバイス１０２Ａ、１０２Ｂを作動させることができる。いくつかの実施形態では、各熱
素子は、温度しきい値に達したときに停止されてもよい。図示の実施形態では、流体モジ
ュール９２Ａ、９２Ｂに供給される電力が増大させられ、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂに供
給される電力が低減させられる遷移期間がある。この期間の間、熱素子１６０Ａ、１６０
Ｂおよび流体モジュール９２Ａ、９２Ｂに供給される総電力を実質的に一定に維持すると
有利であることがある。特定の期間の後、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂを使用してシー
ト組立体３０が加熱される間熱素子１６０Ａ、１６０Ｂへの電力供給は停止される。
【００５８】
　図７の矢印a によって示されているように、コントローラ１１０は、熱素子１６０Ａ、
１６０Ｂが作動させられたときまたは初期期間ｄの後に、環境制御システム３６を始動す
るように構成することが可能である。期間ｄは、各熱素子が所定のシート面温度に相当す
る所定の温度に達するのに必要な期間によって決定される。一実施形態では、期間ｄは６
０秒よりも長く、別の実施形態では、期間dは１２０秒よりも長い。いくつかの実施形態
では、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂは、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂがオフにされた後に
作動させられる。他の実施形態では、流体モジュール９２Ａ、９２Ｂは、（たとえば図７
に示されているように）熱素子１６０Ａ、１６０Ｂが依然として電力を供給されている間
作動させられる。各熱素子および各熱電デバイスは、シート面と各熱素子との間の熱抵抗
と熱損失に起因して、シート面の所の温度よりも高い温度で動作させられる。
【００５９】
　上述のように、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂは、背もたれ部３４とシート部３２の表面４
８、５０の近くに配置されているので、伝導を介して直ちに発熱することができ、この熱
をシート組立体３０の乗員によって感じることができる。このことは、各流体モジュール
によって供給される加熱された空気のみを使用してシート組立体を顕著に加熱するには長
い時間がかかる場合がある低温条件において特に有利である場合がある。ある期間の後、
流体モジュール９２Ａ、９２Ｂは、熱素子１６０Ａ、１６０Ｂへの電力供給をオフにでき
るかあるいは電力供給を著しく低減できるのに十分な量の加熱された空気をユーザに供給
する。加熱を行うために熱素子１６０Ａ、１６０Ｂを使用する状態から流体モジュール９
２Ａ、９２Ｂを使用する状態への移行は、ユーザが移行に気付かないようになされること
が好ましい。
【００６０】
　［他の制御概念］
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　いくつかの実施形態によれば、シート（たとえば、乗物用シート、オフィス用椅子、ソ
ファなど）用の環境制御システムは、シート底部またはクッションおよびシートバックの
各々について熱素子と流体調節モジュール（すなわち流体モジュール）とを含む。各熱素
子は、それぞれのクッションの内部、または調節すべきシート面に隣接する他の支持構造
の内部に配置でき、伝熱によってシート面を選択的に加熱する。一例では、各熱素子は、
抵抗ヒータマットまたは他の伝導加熱デバイスを含んでいる。流体調節デバイスまたは流
体モジュールの各々は、空気を選択的に調節する（例えば加熱と冷却のいずれか一方また
は両方を行う）調節デバイス（たとえば、熱電デバイスすなわちＴＥＤ、他の対流式加熱
デバイスと対流式冷却デバイスの少なくとも一方など）と、シートに設けられた空気分散
システムを通じて表面に調節済みの空気を供給する流体供給デバイス（たとえば送風機、
ファン、他の流体移送デバイスなど）とを含んでもよい。流体調節モジュールと流体モジ
ュールという用語は、本明細書では同じ意味に使用される。
【００６１】
　環境制御システムは、１つまたは複数の温度センサと１つまたは複数の制御モジュール
とをさらに含んでもよい。いくつかの実施形態では、１つまたは複数の温度センサは、熱
素子および流体調節モジュールの各々と組み合わされている。各温度センサは、熱素子（
たとえば、抵抗ヒータマットまたは他の加熱デバイス）、流体モジュール（たとえば、Ｔ
ＥＤまたはその構成要素、たとえば、基板、半導体素子、熱交換部材など、流体モジュー
ルハウジングの通路または他の内側部分もしくは外側部分など）、流体モジュールに進入
する大気、流体モジュールによって排出された空気、シートの一部（たとえば、クッショ
ンまたは他の構成要素）の温度、シートが配置された環境（たとえば、自動車または他の
乗物の内部、室内など）内の温度などを測定することができる。各温度センサは、測定温
度を示し、したがって、環境制御システムの１つ以上の構成要素によって供給または伝達
される熱を示す信号を出力する。いくつかの実施形態では、制御モジュールは、シートク
ッションおよびシートバックの各表面が、シートの乗員によって設定された様々な温度ま
たは設定値（たとえば、設定値温度または温度範囲、低／中／高などの一般的な設定など
）に維持されるように、各熱素子と各流体調節モジュールの少なくとも一方の動作を独立
して制御する。
【００６２】
　いくつかの実施形態では、制御モジュールは、熱素子および流体調節モジュールの各々
に関してメモリに記憶することができる別個の制御ルーチンを周期的に実行する。一例で
は、制御ループは一定の期間であり、各ルーチンは、本明細書において指摘される場合を
除いて実質的に同様である。各デバイスの制御ルーチンは、モード制御サブルーチン、加
熱モードサブルーチン、および冷却モードサブルーチンを含んでいてよい。制御モジュー
ルは、監視（watchdog）電力低減制御ルーチンをさらに含んでもよい。制御ルーチンの様
々な特徴は図８～図１４に図示されている実施形態に示されている。
【００６３】
　立上げサブルーチンの一実施形態が図８に示されている。図示のように、いくつかの実
施形態では、立上げ８０２において、制御サブルーチンは最初、熱素子の動作を指示する
（８０４）。いくつかの実施形態では、熱素子８０４が作動させられると、熱素子の温度
が熱素子目標温度８１０に向かって上昇する（８０８）。この目標温度８１０において、
オフにされている流体モジュール８０６を作動させることができる。流体モジュールが作
動させられ、動作を開始すると、流体モジュールの温度を（たとえば、流体モジュール目
標温度８１４に向かって）上昇させることができる（８１２）。いくつかの実施形態では
、この時点で、熱素子８０４をオフになるように（またはより低いレベルで動作するよう
に）指示することができる（８１６）。いくつかの実施形態では、流体モジュール８０６
は引き続き、温度を所望の設定値温度に維持するように動作する（８２０）。いくつかの
実施形態では、熱素子８０４が流体モジュール８０６より迅速に温度を上昇させることが
できるので、最初に熱素子８０４を動作させると有利である場合がある。しかし、熱素子
８０４と流体モジュール８０６の両方を同時に動作させると、電力消費が多くなることが
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ある。したがって、いくつかの実施形態では、（たとえば、熱素子８０４と流体モジュー
ル８０６の両方を同時に、連続的または間欠的に動作させることによって）目標温度を実
現し、一方、環境制御システムの全体的な電力消費量を特定のしきい値レベル以下に維持
するのに制御ルーチンが使用される。
【００６４】
　立上げサブルーチンの別の実施形態が図９に示されている。本実施形態では、立上げ９
０２において、制御サブルーチンは最初、熱素子を作動させる（９０４）。いくつかの実
施形態では、熱素子９０４が動作すると、熱素子の温度が熱素子目標温度９１０に向かっ
て上昇する（９０８）。この目標温度９１０において、最初は停止されている流体モジュ
ール９０６が作動させられ動作するように指示される。流体モジュール９０６が動作する
と、流体モジュールの温度が、流体モジュール目標温度９１４に向かって上昇し（９１２
）、引き続き流体モジュール目標温度での動作を維持する（９１６）。いくつかの実施形
態では、この時点で、熱素子が振動と循環と非一定すなわち可変の動作のうちの少なくと
も１つを実行するように指示される（９２２）。そのような可変（たとえば振動）の動作
のモードの間、熱素子９０４の温度を熱素子最高目標温度９２０と熱素子最低目標温度９
２４との間に維持するように熱素子９０４のオンとオフを切り替える（あるいは低動作レ
ベルと高動作レベルとに変化させる）ことができる。いくつかの実施形態では、熱素子最
高目標温度９２０は、流体モジュール目標温度９１４から所定の量だけずれていてもよい
。たとえば、いくつかの実施形態では、この所定の量は摂氏１度から摂氏２０度の間であ
ってもよい。いくつかの構成において、熱素子９０４は流体モジュール９０６よりも迅速
に温度を上昇させることができるので、最初に熱素子９０４を動作させると有利である場
合がある。図９に示されているように熱素子９０４に振動動作を実行させることによって
、電力消費量に関するさらなる利点が実現されてもよい。
【００６５】
　流体調節モジュールに関するモード制御サブルーチンの一実施形態を示す流れ図が図１
０に示されている。いくつかの実施形態によれば、モード制御サブルーチンは、それぞれ
の設定値温度および測定温度に基づいて動作モード（たとえば加熱モードまたは冷却モー
ド）を判定する。モード制御サブルーチンの初期設定時に（１０００）、制御システムは
まず、デバイスを判定する（１００１）。デバイスが使用可能である場合、モード制御サ
ブルーチンは、図１０に示されているように、立上げ時（立上げ制御期間）と、設定値が
最初に実現した後の期間の間（設定値制御期間）の動作モードを決定することができる。
たとえば、立上げ制御期間１００２などの立上げ制御期間の間、モード制御サブルーチン
は最初、（決定ブロック１００３によって示されているように）測定温度が設定値温度よ
りも低いときに加熱モードを選択し（１００４）、（決定ブロック１００３によって示さ
れているように）測定温度が設定値温度よりも高いときに冷却モードを選択する（１００
６）。いくつかの実施形態では、設定値制御期間１０１０などの設定値制御期間の間、モ
ード制御サブルーチンは、測定温度が増分スイッチタイマの動作１０１３の後、（決定ブ
ロック１０１4によって示されているように）所定の期間（たとえばしきい値時間）の間
（決定ブロック１０１２によって示されているように）設定値温度を所定の量（たとえば
温度差すなわち差分Δ）だけ超えたときに、動作を加熱モードから冷却モードに切り替え
る。測定温度が設定値温度を所定の量だけ超えていない場合、ブロック１０１５によって
示されているようにスイッチタイマはリセットされてもよい。いくつかの実施形態では、
設定値制御期間１０１０などの設定値制御期間の間、モード制御サブルーチンは、増分ス
イッチタイマの動作１０２０の後に、決定ブロック１０２２によって示されているように
、所定の期間（たとえばしきい値時間）の間、決定ブロック１０１８によって示されてい
るように、測定温度が、設定値温度に所定の量（たとえば温度差すなわち差分Δ）を加え
た温度よりも低いときに、動作を冷却モードから加熱モードに切り替える。測定温度が設
定値温度を所定の量だけ超えた場合、ブロック１０２６によって示されているようにスイ
ッチタイマはリセットされてもよい。いくつかの実施形態では、シートに熱が加えられて
いる期間の間に設定値を小さくすると、流体調節モジュールが冷却モードで動作すること
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が可能になる。一例として、温度差分（Δ）が摂氏約２℃に等しく、しきい値時間が６秒
に等しいことが適切であることが判明している。しかし、他の実施形態では、温度差分（
Δ）としきい値時間のいずれか一方または両方の値は、それぞれ摂氏２℃および６秒より
も大きくても小さくてもよい。
【００６６】
　いくつかの構成では、図９に示されているように、暖め制御ルーチンは、抵抗ヒータマ
ットの測定温度が設定値温度の所定の温度オフセット内の所定の目標温度に達するまで抵
抗ヒータマットのみを動作させる。一例では、設定値温度オフセットは摂氏約２０℃であ
る。しかし、他の実施形態では、設定値温度オフセットは、摂氏２０℃未満である（たと
えば、５～１０℃、１０～１５℃、１５～２０℃、約５℃未満、上記の範囲内の値など）
か、あるいは摂氏２０℃を超える（たとえば、２０～２５℃、２５～３０℃、３０～３５
℃、３５～４０℃、４０℃を超える値、上記の範囲内の値など）。オフセットは、シート
と流体モジュールの少なくとも一方における可変温度フィードバックと、他の因子のうち
の少なくとも１つに少なくとも部分的に基づいて変えることができる。たとえば、いくつ
かの実施形態では、オフセットはシートが配置された周囲条件（たとえば周囲温度）に少
なくとも部分的に基づいて変化する。各冷却制御サブルーチンは、ＴＥＤの測定温度と他
の測定温度（たとえば調節済みの空気の温度）のいずれか一方または両方が、設定値温度
に対応する所定の目標温度に達するまで、流体調節モジュールのみを動作させることがで
きる。一例では、目標温度は設定値温度と等しい。
【００６７】
　各設定値制御サブルーチンは、シートクッションおよびシートバックのそれぞれの表面
をそれぞれの設定値に維持する、あるいは設定値に近い値に維持するように、シートクッ
ションおよびシートバックの各々における各デバイスを動作させるように協働する。いく
つかの実施形態において、各設定値制御サブルーチンには、たとえば、図１０に示されて
いるように、冷却モード設定値制御サブルーチンおよび加熱モード設定値制御サブルーチ
ンが含まれる。各冷却モードサブルーチンは、フィードバック制御を使用して調節済みの
空気の測定温度を設定値温度の所定の温度内に維持するように流体調節デバイスのみを動
作させる。一例では、フィードバック制御は、ＴＥＤの測定温度を使用した比例フィード
バック制御である。加熱モード設定値制御サブルーチンは、抵抗ヒータマットの測定温度
に基づいて、抵抗ヒータマットと流体調節デバイスの両方を単独で動作させることも、あ
るいは組み合わせて動作させることも可能である。いくつかの実施形態では、測定された
抵抗ヒータマットの温度が暖め期間の終了時に初めて目標温度に達したときに、制御は抵
抗ヒータマットの動作を中断し、流体調節モジュールの目標温度での動作を開始する。い
くつかの実施形態では、制御は、抵抗ヒータマットの測定温度がその目標温度よりも所定
の量（たとえば設定値温度差分Δ）だけ低下したときに、抵抗ヒータマットの動作を開始
する。一例では、設定値温度差分は摂氏約１℃である。制御は、抵抗ヒータマットがその
目標温度に達して、制御が流体調節モジュールの動作を継続させつつ抵抗ヒータマットを
停止させるまで、抵抗ヒータマットと流体調節デバイスを同時に動作させてもよい。
【００６８】
　いくつかの実施形態によれば、流体調節モジュールは、その冷却モード最適化に起因し
て、設定値温度よりも低い実現可能な最高目標温度を有する場合がある。設定値温度が最
高目標温度よりも高い期間の間に、抵抗ヒータマットの測定温度が低下し始めることがあ
る。
【００６９】
　制御システムの様々な特徴が図１１～図１７に示されている実施形態に例示されている
。これらの実施形態では、抵抗ヒータマットと他の熱素子（たとえば、伝導性加熱デバイ
スまたは構成要素）のいずれか一方または両方の目標温度は、クッション設定値温度から
たとえば摂氏２０℃などの所定の量だけずれている。他の実施形態では、目標温度は、ク
ッション設定値温度から摂氏１０～３０度、摂氏１０～１２度、摂氏１２～１４度、摂氏
１４～１６度、摂氏１６～２０度、摂氏２０～２５度、または摂氏２５～３０度だけずれ
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ていてもよい。抵抗ヒータマットの振動動作は、このヒータマットの目標温度と、ヒータ
マットの目標温度から摂氏１℃だけずれていてもよい最低動作温度との間に生じてもよい
。所定の温度オフセットのうちのどれを選択するかは、他の実施形態では異なる場合があ
るが、ユーザによって検出される温度の量を最小限に抑える温度オフセットを選択するこ
とが望ましい。図１１および図１２に示されているように、抵抗ヒータまたはヒータマッ
トは最初、ヒータマット目標温度まで動作し、この時点で、熱電デバイスを含む流体モジ
ュールがオンにされる。次いで、抵抗ヒータまたはヒータマットは振動動作を開始してシ
ステムの電力消費量をよりうまく最適化する。いくつかの実施形態では、シート環境制御
システムの電圧は約１２Ｖに維持される。
【００７０】
　図１３Ａ、図１３Ｂおよび図１４Ａ、図１４Ｂに示されているようないくつかの実施形
態では、監視電力低減制御が、デバイスのうちの１つまたは複数を停止させることによっ
て、シート環境制御システムの総電力消費量を制限する。一例では、制御は、両方の抵抗
ヒータが動作している期間の間、流体調節モジュールを停止させる。図１３Ａおよび図１
３Ｂは、電力低減制御を伴わないシート環境制御システムの動作を示し、一方、図１４Ａ
および図１４Ｂは、電力低減制御を伴うシート環境制御システムの動作を示している。図
１４Ａおよび図１４Ｂに示されているように、シートクッションおよびバッククッション
内の両方の抵抗ヒータが動作しているときに流体モジュールの熱電デバイスをオフにする
と、図１３Ａおよび図１３Ｂにおいて観測される高電流スパイクがなくなる。いくつかの
実施形態では、電力低減制御は、伝導発熱素子、流体供給デバイス、および対流式温度調
節デバイスによって消費される総電力を測定し、総電力が所定の電力を超えたときに、伝
導性発熱体、流体供給デバイス、および対流式温度調節デバイスのうちの少なくとも１つ
を停止させる。各発熱素子および流体モジュールによって消費される総電力を測定するこ
とによって、消費される電力が所定の電力を超えないように総消費電力を管理することが
できる。
【００７１】
　シート環境制御システムの改良には、スマートフォン（たとえばiPhone）アプリケーシ
ョンを使用して環境制御シートの制御システムを制御することも含まれる。いくつかの実
施形態では、環境制御シート用の制御ユニットは、（たとえば、Bluetooth、Wi-Fi、任意
の他のワイヤレスプロトコルなどを使用して）スマートフォンとワイヤレスに通信するこ
とができる。したがって、スマートフォンアプリケーションは、環境制御シートのよりカ
スタマイズされた制御を実現することができる。たとえば、いくつかの実施形態では、ア
プリケーションは、ユーザが温度と、温度範囲と、シート組立体のシート底部およびシー
トバック部の環境のうちの少なくとも１つを個々に制御するのを可能にすることができる
。さらに、アプリケーションは、温度と、環境制御システムに含まれるかあるいは環境制
御システムと組み合わされたセンサによって取得される他の測定値（たとえば、相対湿度
、凝縮物の有無など）とのいずれか一方または両方に関するフィードバック（たとえばリ
アルタイムフィードバック）を行うことができる。モバイルデバイス（スマートフォンな
ど）用のアプリケーションは、ユーザに高／中／低の制御設定値を設定することを要求す
る代わりに、ユーザが、バッククッションまたはシートクッションの一方を加熱し、バッ
ククッションまたはシートクッションの他方を冷却することと、その逆を行うこととを含
め、バッククッションとシートクッションのいずれか一方または両方に対する加熱または
冷却のレベルを独立して調節するのを可能にしてもよい。スマートフォンアプリケーショ
ンは、シート環境制御システムの温度および送風機速度を独立して設定するのをさらに可
能にしてもよい。いくつかの実施形態では、システムが加熱モードで動作しているときに
熱電デバイスが発熱するのを可能にするか、あるいはシステムが冷却モードで動作してい
るときに十分な廃熱を除去するのを可能にするために、送風機制御が使用可能であっても
よい。
【００７２】
　環境制御システムは、限定はしないが、高速の伝導性発熱、対流式加熱による長期的な
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快適さ、独立したシートバック制御およびシートクッション制御、閉ループの自動制御的
な（インテリジェントな）加熱および冷却制御を含む、従来のシステムに対するいくつか
の利点を有している。環境制御システムは、有利には加熱モードと冷却モードの両方にお
いて自動車の一般的な電圧範囲内の電圧において動作する、冷却向けに最適化されたＴＥ
Ｄも含む。本明細書に開示された各実施形態にはさらなる利益および利点が存在する。
【００７３】
　図１６～図１７は、各環境制御シート組立体用のこの制御機能に関する実施形態をさら
に開示している。上述のように、いくつかの実施形態では、電力低減御サブルーチンによ
る振動動作によって、加熱時間を短縮でき、電力消費量を最適化または改善できることが
望ましい。いくつかの実施形態では、（たとえば、スペーサ布または他の材料の体積を変
更すること、マッサージブラダ同士の間に穴または他の開口部を形成すること、フィラー
フォームをスペーサ布または他の材料と交換すること、高ＰＰＩ網状フォームを低ＰＰＩ
網状フォームと交換すること、皮革に張り合わされたフォームを除去してミシン目を開放
または露出させること、シートの座骨領域の近くに穴を設けること、Ａ側のフィラーフォ
ームをスペーサ布または他の材料と交換することなどによって）伝導温度調節と対流式温
度調節のいずれか一方または両方を強化または改善するのを可能にするために、乗物用シ
ートまたは他のシートに様々な変更が施されてもよい。
【００７４】
　開示された各実施形態の説明の補助として、上記では、添付の図について説明するため
に、上向き、上方、下向き、下方、垂直、水平、上流、および下流などの語を使用した。
しかし、図示の各実施形態を様々な所望の位置に配置しかつ様々な所望の位置に配置して
方向を定めることができることが理解されよう。
【００７５】
　上記の説明において、様々な構成要素が「バック」クッションまたは「シート」クッシ
ョンと組み合わされるように記載されている。変形実施形態では、バッククッションおよ
びシートクッションの部分構成要素を入れ替えることと、同様に形成することのいずれか
一方または両方を行ってもよいことを理解されたい。さらに他の実施形態では、図示の各
実施形態の様々な構成要素を組み合わせることと、たとえば、背もたれ部の頂部および底
部などの、シートの様々な領域に適用することとのいずれか一方または両方を行ってもよ
い。他の各実施形態では、バッククッションおよびシートクッションの各特徴が、たとえ
ば、バックシート組立体および背面シート組立体、または左シート組立体および右シート
組立体などの、温度を調節すべき乗員領域の様々な領域に適用されてもよい。
【００７６】
　本明細書にはいくつかの実施形態および例が開示されているが、本出願は、具体的に開
示された各実施形態を超えて、他の代替実施形態と、本発明と変形例と均等実施形態の使
用とのいずれか一方または両方に拡張される。また、各実施形態の特定の特徴および態様
の様々な組合せまたは部分組合せが行われてもよく、それらは依然として本発明の範囲内
であると考えられる。したがって、開示された各発明の様々なモードを形成するために、
開示された各実施形態の様々な特徴および態様を互いに組み合わせるかまたは置き換える
ことができることを理解されたい。したがって、本明細書において開示された本発明の範
囲は、開示された上述の特定の各実施形態に限定されるべきではなく、以下の特許請求の
範囲を公正に読むことによってのみ決定されるべきである。
【００７７】
　本明細書において開示された各実施形態については様々な変更および代替形態が考えら
れるが、 その特定の例が図面に示され、本明細書において詳しく記載されている。しか
し、本発明は、開示された特定の各形態および各方法に限定されるものではなく、逆に、
本発明は、上述の様々な実施形態および添付の特許請求の範囲の主旨および範囲内のすべ
ての変形例、均等例、および代替例をカバーするものであることを理解されたい。本明細
書に開示された各方法を記載された順序で実施する必要はない。本明細書において開示さ
れた各方法は、ユーザによる特定の処置を含むが、明示的な指示であるか暗示的な指示で
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あるかにかかわらず、それらの処置についての第三者による任意の指示を含んでもよい。
たとえば、「向ける」または「作動させる」などの処置は、それぞれ「向けることを指示
する」または「作動させることを指示する」を含む。本明細書において開示された範囲は
、そのあらゆる重なり部分、部分範囲、およびその組合せも包含する。「まで」、「少な
くとも」、「よりも大きい」、「よりも小さい」、「間」などの語は、記載された数字を
含む。「約」または「概ね」などの用語の後に続く数字は、記載された数字を含む。たと
えば、「約１０ｍｍ」は「１０ｍｍ」を含む。「実質的に」などの語の後に続く語または
句は、記載された語または句を含む。たとえば、「実質的に平行」は「平行」を含む。
【００７８】
　好ましい各実施形態についての上記の説明ではいくつかの新規な特徴を示し、記載し、
指摘したが、図示された通りの装置の細部とその用途の様々な省略、置換、および形態の
変更が、本開示の主旨から逸脱せずに当業者によってなされてもよいことが理解されよう
。したがって、本発明の範囲は、上記の説明によって限定されるべきではなく、上記の説
明は、本発明の範囲を限定するのではなく例示するものである。

【図１】 【図２】
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